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1発 生主義会計までの展開
現在,制度として行なわれている会計は 「発生主義会計」と呼ばれている。この 「発生主義会計」
という呼称は,現金主義会計 一→ 半発生主義会計 一→ 発生主義会計という会計の歴史的展開にお
　
けるひ とつの過程 を示 す呼称 であ る。会計 の歴 史的展開過程 において,そ れぞれ の時代の会計 にそ
れぞれの名称 が存 す るが,そ れは それぞれの会 計が他の時代 の会計 にはない個有 の特徴 を有 す るが
ゆえであ ろ う。現行 の制度会計 が 「発生主義会計」 と呼 ばれ るの も,そ こにおいて採用 されてい る
費用 ない し収益 についての認識 方法 に他の時代 の会計 には見 られない特徴 があ っての ことで あろ う。
現金主義会計は,最 も原初 的な会計 であ ろ う。 この会 計 においては,現 金 主義 が採用 され,現 金
　
の支 出に基づいて費用が,現 金の収入 に基づ いて収益 が認識 されていた,.と言われてい る。現金主
義会計 の典型的 な例 は,ひ とつの大航海 が終了 す るたび に資本 を含 めて利益 を分配 した とされ る冒
ゆ
険取 引を営なん だ当座的企業の会計 に見 るこ とがで きると言われてい る。す なわち,現 金主義会計
の時代 には,費 用は現金の支 出に基づ いて,収 益 は現金 の収 入 に基づいて認識 され,決 算 は当座 的
企業の終了 を まって行なわれ た と考 え られ よ う。 ただ,こ の時代の企業が 当座的企業 であ った点 を
考慮 すれば,こ の時代 の会計 においては,現 行会計 に見 られ るよ うな決算修正は行 なわ れていなか
った と考 えられ よ う。
17世紀 に入 って資 本主 義経済 が発展 し,企 業 が一定 の都市 に定着 して営 な まれ るよ うにな ると,
企業 は在庫 を備 え,か つ,そ れ を継続 的に補充 す ることにな る。 それ とともに,会 計は商業旅行 や
商品の種類 を単位 とした会計 か ら期間 を単 位 と した会計 へ と移行 してゆ くことにな る。 そして,会
計 におい ては,売 上原価算定 のために期末 棚卸 を考慮 し,掛 仕入 や掛売上 な どを も取 り上げ る こと
　の
が必要 とな って くる。
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会計 が期間 を単位 として行 なわ れる よ うにな ると,費 用お よび収 益 を現金主義 だけに基 づいて認
識 す るこ とは非常 に不都合 であ る。 この不都 合 さを調整 す るた めに,オ ブ リゲー シ ョン ・シ ステム
くの
(債権債務確定 主義)と 呼 ばれ る費用お よび収 益の認識 方 法が採用 され るよ うにな って くる。 オブ
リゲー シ ョン ・シ ステムに よれば,収 益 お よび費用 を現金 の収支 に よって認識 す るば か りでな く,
くの
債権 ・債務の確定 に よって も認識 す ることにな る。 この認 識方法 を用 い るとき,掛 仕入 や掛 売上 も
現金 仕入や現金売 上 と同 じよ うに認識 され る ことにな る。 また,売 上原価算定の ためには期末棚卸
についての決算修 正が行なわ れる ことになろ う。 このオブ リゲー シ ョン ・システ ムを用 いる会計 が
くの
半 発生主義会計 と呼 ばれてい る会 計であ る。 す なわ ち,半 発生主義会計 の時代 には,費 用は現金支
出に よって認識 され るほがに掛(債 務)に よって も認識 され,収 益 は現 金の収受 に よって認 識 され
るほかに掛(債 権)に よって も認識 され,さ らに,売 上原価算定 のため に期 末棚卸 についての決算
修正 が行 なわれていた,と 考え られ よう。 と ころで,④ 期中に100仕入 れた商 品につ いて,期 末
に ÷ 残っているばあいに次の鯉 力・行な継 ているが・.
④(借)商 品20(貸)仕 入20
この処理 は,使 用 し.た分だけ を当期 の費用 として算定す るために,い ったん費用(仕 入)勘 定 にて
処飢 慣 用の羅 を行なったものであり,@婁現収 … 買入れた消縮 ・ついて,期 末に ÷
が使用されず峨 っているばあい,また,◎ 期中に … 趨 った獺 ・ついて 一吉一が総 過であ
るば あいに,使 用 した分だけ を当期の費用 として算定す る下記 の繰 延 と同 じ意味の会計処理 であ る。
◎(借)?肖 耗 品20(貸)消 耗品費20
◎(借)前 払家賃20(貸)支 払家賃20
このばあい,当 期使 用分のみ を当期 の費用 として算定 す る ④ の処理 が半発生 主義会計 の時代 の産
物 であ る,と 言 われてい ることか らす れば,◎ や ◎ もまた半発生 主義会計 時代の産物 であ ると言
えるであ ろ う。 とす れば,㊥ 決算 において未払家賃 を見越計 上す るば あいの
e(借)支 払家賃20(:貸)未 払家賃20
とい う会計処理 は当期 に使 用 した分だけ を当期 の費用 とす る会計処理 であ って,◎ と同様 に,半
発 生主義会計 時代の産物であ る と言 えるはずであ る。 また,こ の ことが承認 され るな らば,㊥ 決
算において未収収益 を計上 した り,㊦ 決 算 において前受収益 を計上 す るばあいの
㊥(借)未 収収益 × × ×(貸)○ ○ 益 × × ×
㊦(借)○ ○ 益 × × ×(貸)前 受収 益 × × ×
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とい う処理 も ④ 一㊥ と同様 に,半 発生主義会計 時代の産物 であ ると言 えるであ ろ う。 すなわ ち,
半発生 主義会計 の時代 には,決 算 修正取引 として は,費 用につ いては,消 費 された分 だけ を当期の
費用 として算定 す るために,④ の よ うな期末棚 卸 に関 す る処理 や,◎ や ◎ お よび ㊤ の ような
見越 ・繰延 に関す る処理 が行 なわれ,収 益 について も,確 定 した ものだ けを当期の収益 として算定
す るた めに,㊥ や ㊦ の よ うな見越 ・繰延 が行 なわ れた と言 え るであ ろ う。
現金主義会計 においては,先 に見 た よ うに,現 金 の収 支に基づ いて収益 ・費用 の認識が行 なわ れ
てい た。 そして,次 の展開 であ る半発 生主義会計 においては,現 金 の収 支 に基 づいて収益 ・費用 を
認識 す るほかに,掛(債 権 ・債務)に よって も収益 ・費用の認識 が行 なわれ,.老の うえ で,決 算修
正取引 として,見 越 ・繰延 に ようて も収益 ・費用が認識 されてい る。 そ して,こ の次 の展 開 であ る
発生主義会計 と呼 ばれ る現行会計 を観 察す ると,費 用 ・収益 は期 中に現 金の支 出 ・収入や掛 に よっ
て認識 され るほか,決 算修正取引 においては,見 越 ・繰延 に よって認識 され るほ かにゴ費用 につい
ては 「引当金」 を設定す ることに よ って も認 識 されて い る。 この よ うに,現 金 主義会計,半 発生 主
義会計,発 生 主義会計は それ ぞ れに異な ってい る。、この点 を表 に して示 す と次 の ようにな るのであ
ろ う。
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日
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現 金 主 義 会 計
当 座 的 企 業
① ○○費/現 金
××× ×X×
①t現 金/oO益
×× × × × ×
な し
な し
半 発 生 主 義 会 計
継 続 企 業
① 左・に 同 じ
②00費/債 務
××× ×××
①'左 に 同 じ
②'債 権/00益
××× ×××
③ 前払費用/○ ○費
××× ×××
④OO費/未 払費用
××× ×××
③t未 収収益/00益
××× ×××
④'○ ○益/前 受収益
××× ×××
発 生 主 義 会 計
継 続 企 業
① 左 に 同 じ
② 左 に 同 じ
①'左 に 同 じ
②'左 に 同 じ
③ 左 に 同 じ
④ 左 に 同 じ
⑤OO費/引 当金
××× ×X・×
③'左 に 同 じ
④'左 に 同 じ
上記あ表か らもわか るように,現 金 主義 会計 の特徴 は,現 金の収支 に よって のみ収益 ・費用 を認
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識 す る ことにある。 では,次 の展 開 であ る半発生 主義会計 の特徴は どこに見 い出 され るであろ うか。
半発生 主義 会計 においては,収 益 ・費用 は現金 の収支に よって認識 され るほか に,掛(債 権 ・債務)
に よって も認識 され,さ らに決 算修正取引 として見越 ・繰延 に よ って も認識 されてい る。 した が っ
て,こ の会計 の特徴 とい えば,こ の会計以前 には見 られなか った掛(債 権 ・債務)に よる期 中取 引
の認識 と,決 算修正取引 におけ る見越 ・繰 延 に よる認識 を行 な う点に あ ると言 え るであ ろ う。 ただ,
掛 による ものは現金の収支 に よる もの と大差 はな く,単 に,掛 か現金 かの ちがい だけである。半発
生主義 会計 が それ以前の会計 と決定的 に異な るのは,そ れ以前の会計 が当座的企業 を前提 としてい
るのに対 して,こ の会計 が継続企業 を前提 と して成立 してい る点 であ る。 それゆ えに,半 発 生主義
会 計が それ以前 の会計 と異な る決 定的な特徴 といえば,決 算修 正取 引に おいて費用 ・・収益 の見 越 ・
繰延 を行 な う点 にあ ると言え るであ ろ う。
つ ぎにお とずれた現行 の発生主義会計 において は,半 発生 主義会計 の時代 に見 られた認識方法 を
採用 し,さ らに費用については 「引当金」の 設定 に よって も認識 してい る。 したが って,「引当金」
の設定 に よる費用の認識方 法 こそは発生 主義会計 と呼ばれ る現 行の会計 にな ってか ら生 れた認識方
法 で あると言 えるのであ ろ う。 仮に,「引当金」 設定 に よる費用の認識 も発生主 義会計以前 の会計
か ら受 け継 いだ ものであ る,と す れば,発 生主 義会計は半発生主義会計 と区別 しえない もの とい う
ことにな って しまう。 すなわ ち,発 生主義会計 の特徴 と言えば,「引当金 」の設 定 に よって費用 を
認識す る点 にあ ると言 えるのであ ろ う。
H費 用 の 発 生
一般 に,現 行 の会計 は発生主義会計 であ るか ら,す べ ての費用は 「発生主義」 に よって認識 され
てい ると説 明 されてい る。 しか し,事 実,す べ ての費用は 「発 生主義」 だけに よって認識 されてい
るのであ ろ うか。 た とえば,旅 費 ・交通 費や光熱費の よ うに,支 出が行 なわ れる と同時 に消費 され
て しまう費用 について,① 期中に現 金にて支払 ったば あい,下 記 の よ うに,
①(借)OO費 × × ×(貸)現 金 × × ×
と処 理 した としよう。 こ.の費 用の認識 は 「発生主義」に よるものであ ろ うか。 この認識方法 は現金
主義会計 の時代 に行 なおれてい た と言わ れる会計処理 であ って,仮 に,こ の費用 の認識 方法 が 「発
生 主義」 であ る,と 主張 す るとす れば,現 金主義会計の 時代に費用が 「発生主義」 に よって認識 さ
れた とい うことにな って しまうであろ う。 この よ うにのべ る と,こ の費用 の認識方法 は狭義の 「発
生主義」では な く,広義 の 「発生主義」 であ る,と の説明がな され るか もしれない。 しか し,「発生
主義」 に広 義の もの と狭義の もの とがあ るとい う説 明は 「発生」 とい う概念 を混 乱 させ る説明 であ
一 発 生 主 義会計 一71
る。広 義の もの と狭 義の もの とがあ る と説明 するのであれば,そ の 「義」の異 なる点 について,そ
の概念的 区別がな されな ければ な らな いであ ろ うに,こ うした説 明 をす る者は広義 の概念 と狭義 の
概念 とが概 念的に どの ように異 なるの かを明確 に しないばか りか,広 義 に し ろ,狭 義に しろ 「発
生」 とは何 か,そ の概念規定 さえせず に,単 に 「発生」 とい う語 を用 いてい るだけであ る。
次 に,② あ る費用 を期 中に認識す るに当 って,下 記 の よ うに処 理 した と しよう。
②(借)OO費 × × ×'(貸)掛(債 務)x又 ×
上記 の費用の認識 は 「発 生主義」 に よる ものであ ろ うか。 この費用 の認識方法 は,す でに見 た よ う
に,半 発生主義会計 の時代 においてすでに採用 されていた方 法 であ り,オ ブ リゲー シ ョン ・システ
くの
ムに よる認識 であ る。仮 に,こ の費用 の認識方法 が 「発生 主義」であ る とす るな らば,半 発生主義
会計 の時代 に,す で に 「発生主義」 に よる費用の認識が行 なわ れた とい う矛盾 を見 る ことにな って
しまうであろ う。
次に,現 金支 出であ れ,掛 であれ費 用 として処 理 した もの について,③ 当期に未消費 の部分 が
存す る とき,お よび,④ 消 費 したが未払 の ものについて,次 の よ うに決算修 正 を行 な ったとし よう。
③(借)前 払 費用 × × ×(貸)00費 × × ×
④(借)○ ○ 費 × × ×(貸)未 払費用 × ×x
上記 の見越 ・繰延 とい った費用の認識 は 「発生 主義」 に よる ものであ ろ うか。 この費用の認識 も,
先 の表に示 した ように,半 発生主義会計 の時代にす でに採用 されていた方法 で あ り,「発生主義」
に よる ものでない 二 とは確かであ ろ う。仮 に,こ の ような費 用の認識 方法 が 「発生主義」 である,
と主張 す るとすれば,半 発生主義会計 の時代 に,す でに 「発 生主義」 に よる費用の認識が行な われ
たとい うことにな って し まうであ ろ う。 それ で もなお,こ の費用の認識方法は広 義の 「発生主義」
であ る,と 説 明す るとすれば,そ れは 「発生主義」 とはいか な る認識方法 を言 うのか不明確な もの
にす ることにな るで あろ う。 ところで,仮 に,費 用 につい ての見越 ・繰延 が広 義の 「発生主義」 で
ある,と す る主張 を認 め るな らば,収 益につい ての見越 ・繰延 も広義 の 「発生 主義 」に よる認識 と
い うこ とになるのであ ろ うか。 しか し,そ うな る と,収 益 につ いては 「発生主義」 に よっては認識
しな い とした説明 の出発点 と矛盾 す るこ とにな って しまうで あろ う。 この ように言 うと,収 益 につ
いて 「発生 主義」 に よっては認識 しない とい うばあいの 「発生主義」 は狭義 の 「発生主 義」 であ る,
との反論があ るか もしれない。 だが,費 用についての見越 ・繰 延は広義の 「発生主義」 であ るか ら,
「発生主義」 に よる認識 であ ると説明 してお きなが ら,収 益 についての見越 ・繰延は狭義 の 「発生
主 義」 に よる ものではないか ら,「発生 主義」 に よる認識 ではない,と 説 明す る とす れば,そ れは
単 に広義 ・狭義 とい うだけで,「発生主義」 とは何か とい う本質 を見落 した説 明 といえ るであ ろ う。
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広義 ・狭 義な どとい う言 い方 をし,「発生主義」 とは何 か を不明確 に した まま,「発生 主義」 を問題
にす る よりも,「発生主義」 とはいかな る認識方 法 をい うのか を まず明 らか にす ること こ そ必 要な
こ とであろ う。
では,「発生主義」 に よっそ費用 を認識 す る,'とい うことは どの よ うな ことであ ろ うか。 このば
あい,通 説 は 「発生主義 」 とは次の ような方法であ る とす る。 すなわ ら,③ 資産価 値 の減少 ない
し滅失 を,そ の減少 ない し滅失の事実す なわ ち消 費事実 の発 生に よ って認識 す るか,⑤ 資産価 値
の減少 ない し滅失 を,そ の減少 ない し滅 失の原因す なわ ち原 因事実 の発 生 に よって認識 す るこ とで
あ る,と 説 明 してい る。 すな わ ち,通 説 は 「発生 主義」 とは,消 費事実 の発生,原 因事実 の発生 に
よって認識 す る ことであ る,と 説 明す る。 ・そ して,、@'の例 として,旅 費 や光熱費 な どの ように消
費され た ものが 当期 の費 用 とな る もの をあげ,⑤ の例 としては,引 当金 の設定 に よる費用 の認識
をあげてい る。.しか し,通 説 が○○の発生 と00の 発生 と説 明す るばあい の発生 とい う語 は会 計の
専門用語 としての 「発 生」 とい う語 と同義で あるのか,そ れ と も単 に 「生 じた」 とい う程 度の意味
なのか定 かではないが,「発生 主義」『とはいか なる認識方法 か を聞 かれて,「発生」"した費 用 を認識
する方法 であ るとか,○ ○の発生 と○○の発生 であ る,と 答 えた として,・それで充分 な答 えにな っ
てい るの であろ うか。 「発生」 とい う語 を用い,そ の用 い るゆえに その認識方法 を 「発生主義」 で
あ る,と い うの だ として も,「肇生主義」 とはいか なる認識方法 で南 るの か理解 でを るは ずはない
であ ろ う。
現行 の発生主義会計 においては,先 の表か らもわか る ように,①.現 金支 出,② 債務 の確定,③
繰延,④ 見越,⑤ 引当金の設定 に よって費用 の認識 が行 なわ れてい る6こ れ らの うち,引 当金の
設定 に よる費用の認識以外の ① ～ ④ の認識:方法 は 「発生 主義会計」 以前 の会 計 にお こてすでに
行 なわれて いた認識方法 であ る。 したが って,こ れ らの認識方法 が 「発生 主義」 に よる もので ない
ことは確 か であ る。仮 に,こ れ らの認識方法 が 「発生主義 」に よるものであ る とす るな らば,『繰 り
返 しのべた ように,「発生主義会計」以前の会計 において 「発 生主義 」 が採用 されてい た とい う矛
盾 を見 る ことになるであ ろ う。 これに対 して,「引当金」』・の設定 に よる費 用の認識 は 「発生主義 会
計」 に な ってかち の もの であ る。 そして,現 行の会計が費用認識 の方 法に おいて,.他の時代 にはな
い特徴 ゆえに 「発生 主義会計」 と呼 ばれるのだ とい う前提 が承 認 され るな らば,引 当金 に よる費用
の認識 こそ他 の時代 の会計には見 受 けられ ない特徴 であ り,引 当金に よる費用 の認識 こそ 「発生 主
義」 に よる費 用の認 識 のばあいであ る,と 言 え るであ ろ う。 この ばあい,広 義 ・狭義 とい う言 い方
で,① ・～ ④ と ⑤ の引当金 に よる費用 の認識 との双方 を 「発生主義」 に よる ものであ る,と 主張
す る として も,広 義 であ れ,狭 義であ れ,そ の 「義」が異 な るところ,両 者が 同義でない ことは確
かであ る。 ① ～ ④ の認識 方法 を仮 に 「発生主義」 であ る と言 うとして も,.それは,「発生主義会
計 」以前 の生成 であ るので,そ こにい う 醗 生主義」 がその特徴 ゆ えに現 行 の会計 を 「発生主義会
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計」 と呼ぶ ばあいの 「発生主義」 と同義でない こ とは確 かであ る。後者 は この認識方法 を用 い る会
計 をその用い ることの特徴ゆ えに 「発生 主義会計 」 と1呼ぶの であ ってみ れば,「発生主義会計」 と
い うばあ いの 「発生 主義」 と同義 であ ろ う。現行 の会計 が その特徴 ゆえに 「発生主 義会計」 と呼ば
れるの は,す べ ての費用 を 「発生主義」に よって認識 す るとい う意味か らではない。 それは,「発 生
主義会計」以前 の会 計 において採用 されていた費用の認識方法 を使 用 し,さ らに,新 らたに 「発生
　 リ コ 　 ロ ヒ 　む 　
主義」 に よって も追加 的に費用 を認 識す る ところに特徴 があ っての ことであ ると言 え よう。
皿 費用の実現と未実現
現行 の発生主義会計 に おいては,す でに見 た ように,費 用 は ① 現金支 出,② 債務 の確定,③
繰延,④ 見越 のほか に ⑤ 引当金の設定に よ って も認識 されてい る。 この うち,⑤ 引当金ゐ設定
に よる費用認識方法 だけが発生主 義会計 にならてか ら見 られた ものであ ってみ れ ば,⑤ の方法 こ
そが 「発生主義」 に よるものであ って,① ～ ④ の方 法は 「発生主義」 ではないであ ろ う,と ∬節
におい てのべ た。 すなわ ち,費 用の認識 に 「発 生主義」以外 の方法 が存在 し うる と考 え られるはず
であ 為。
一般 に,費 用について は 「発生」 とい う観 念以外の ものは存在 せず,「発生」 とい う語以外 の語
は用 いないかの よ うに了解 されてい る。 しか し,発 生主義会計 までの展 開には別の時代 の会計 が存
在 して お り,そ して,発 生主義会計以前の会計 において も費用の認識は行 なわ れて いた ことを考 え
るな らば,費 用に 「発生」 とい う観念が存在 しな い時代があ った と言え るであ ろ う。 したが って,
発生主義会 計以前の会計か ら見 れば,費 用 に 「発生」以外 の観 念が存在 する と言 って よいであ ろ う。
この よ うに言 うと,発 生 主義会計 以前の会計 を前提 として費 用に 「発生」 以外の観念 が存在す る と
して も,現 行 の会計 は発生主義会計であ るゆ えに,費 用 に 「発生」 以外 の観念 は存在 しない,と の
反論 を受 け るか もしれ ない。 しか し,現 行の会計 はそれ以前 の会計 を否定 す るこ とか ら成 り立 って
いるわ けではない。 現行 の会計は,先 の表か ら もわか る ように,そ れ以 前の会計 において行 なわれ
ゆ
ていた方法 を引 き継 ぎ,さ らに別の認識方法 を追加 して成 立 してい るのであ る。 したが って,現 行
の発生主義会計 において採用 されてい る費用の認識方法の うちには 「発生主義 」ではない ものが存
在 するはずであ って,費 用 に 「発生」以外の観念が存 す る と見 て よいであろ う。
損益計算書 原則IAの 但書 に 「未実現収益は,原 則 として,当 期の損益計 算に計上 してはな らな
い。」 と規定 されている。 この ことについて,一 般 に,収 益 は発生 しただけで計 上 して はな らず,
実現 を まって計上す る,と 説明 されて いる。.こ の ように,収 益 については,「実現」 とい う語 が使
用 されるほかに,「発生」 とい う語 も使 用 されて 耽 る。 これに対 して,一 般に,費 用 は 「発 生主義」
によって認識す る,と 言 われていて,「実現」 とい う言 い方は聞 かれない。 しか し,費 用 について
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は 「発 生」 とい う観念 しかな く,「実現」 とい う観念は存在 しない のだ と了解 されて いるのだ とす
れば,そ れぽ用語法 として不統一 であろ う。収益 について 「実現」 とい うことのほか に 「発生」とい
う言 い方 が な され うる とい うのであれば,費 用について も 「発生」 とい うことのほか に 「実現」 と
い う言 い加 な され うる と見 るこ と1よ騰 法'として当然 の ことであ魂
現 行の会計 においては,収 益 は 「実現」 した もの,す なわ ち,「実現 主義」 に よって認識 されてい
る と言 われてい る。 た とえば,現 行会計 においては,収 益 は,日 常取 引 として現 金や掛 にて販売 し
たばあい に認識 され,ま た,決 算取 引 としては,先 の費用の見越 ・繰 延 と同 じように,見 越 ・繰 延
に よ って認識 されてい る。実 際に行 なわれてい る ところが ら見て,現 行 の会計 は 「実現主義」 に よ
って収益 を認識 してい る,と されてい るこ とか らすれば,現 金 や掛(債 権)に よる売 上や見越 ・繰
延に よる収 益は 「実現」 した収益 とい うことにな るであ ろ う。 すなわ ち,収 益 について,「実現」
とか 「実現主 義」 に よる とい うのは現金 や掛(債 権)に よる売上 や見越 ・繰 延に よって収益 を認識
す る ことを意味 す る と言 えるであろ う。 ところで,こ れ らは,先 に見 た ① 現 金支 出,② 債務の
確定,③ 繰 延,④ 見越 に よる費用の認識 が発生主義会計以前の会計 の時代 の産物 であ った の と同
じよ うに,発 生主義会計 以前 の会計 の時代 に生成 した ものであ る。 そして,収 益 については,発 生
主義会計以前 の会計 において行 なわれて いた認識方法 をその まま現行 の会計 において も採 用 してい
て.,その収 益の認識方海 を,現 在 では 「実現主義」 と呼ぶ のであれば,発 生 主義会計 以前の会計 の
時代 に生成 した ① ～ ④ の費用の認識 方法は,収 益の ばあい と同様 に,「実現 主義」 に よる もの,
と言 え るはず であ る。現 金 に よる もの,掛 に よる もの,見 越 ・繰延 に よる ものについて,そ れが収
益 であるばあい,「実現」 した もの,す なわ ち,「実現主義」 に よる もの,と 見 るな らば,そ れが費
用 であるばあい に も,「実現」 した もの,「実現主義」 に よる もの,と 見 る ことは用語法 として も概
念的 に も統一 され るはずであ る。 それに もかかわ らず,費 用は 「発生主義」 に よって認識 す るのだ
として,① ～ ④ に よる費用が 「発生主義」 に よる ものだ と主張す るのであ れば,現 金 ・掛,見 越
・繰 延 に よる収益 も 「発 生主義」に よる収益 であ る とい うことにな って しまうであ ろ う。 しか し,
これ らの収益 は現行 の会計 に おいて認識 されてい る収益 であ り,現 行の会計 においては収益 は 「実
現 主義」 に よって認識す る,と した前 提 と矛盾 す るこ とにな って し まう。現金 ・掛 ,見 越 ・繰延に
よ って認識 される収益 が 「実現」 した収益 であるな らば,こ れ らに よって認識 される費用 も 「実現」
した もの と見 るのでなければ,用 語法 的に も概念 的に も不統一 であ る。
ところで・現金・掛(債 権),見 越 繰延 に よる収益 の認識が 「実現主義」 であ り,こ の方法が
半発生 主義会計時代 か らその まま引き継が れてきた ものであるこ とを考 えるな らば,半 発生 主義会
計 においては,収 益は 「実 現主義」に よって認識 された とい うことにな るであろ う。 そ して,半 発
生主義会計 においては,費 用 ・収益 は ともに,現 金収支,掛(債 権債務の確定),見 越,繰 延に よ
って認識 されていて,こ の収益 の認識方法 が 「実現 主義」であ るこ とか らすれば,こ の費用 の認識
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も 「実現 主義」 に よる ものであ る と言え るは ずであ る。 それゆ え,こ の認識方法 だけ を用 いる半発
生主義会計 は 「実現主義 会計 」 と呼 びか えて も良い会計 であろ う。
現金 や掛 に よる売上 は 「実現 」 した収益 であ る。 これ に対応 する売上 原価 はいかな る費用 であろ
うか。一般 に,売 上原価 は何 の説明 もな く 「発 生」 した費用 である とされてい る。 これは費 用が常
に 「発生」 とい う観念 しか存 さない とす る思い こみか ら生 じた考 え方 に基づ くものであ る。時 とし
て,一 般論は費用収益対応 の原 則 を持 ち出すが,仮 に,こ の原 則に よる として,「実現」 した売上
に 「発生」 した売上 原価が対応 するの であ ろ うか。 長期 工事進行 基準の説明 において,一 般 に,「発
生」 した原価 に対応 するゆえに このばあ いの売上 は 「発生」 した収益 であ る,と されてい る。 しか
し,こ の説明 を採用 するな らば,確 定 した 「実現」収 益に対応す る売上原価 が 「発 生」 費用 である,
とい う説 明 にはな らな いはずであ る。現 金 や掛(債 権)に よる売上 は,発 生主義会計 以前 の会計 の
時代 の産物 であ り,「実現 」 した収 益であ る ように,こ の売 上に当 って使用 された商 品の売 上原価
の算定 も,発 生主義会計 以前 の会計 においてすでに行 なわ れていた ところ,「実現」 した費 用の認
識例 であ ると言 え るはず であ る。
つ ぎに,棚 卸 資産の評価 損益 を検討 してみ よ う。 評価損 は現行の 会計 において認識 されてい るの
に対 して,評 価益 は計上 されてい ない。評価 益は現 行 の会計 において認識 されて いない ことか ら見
て,半 発生主義会計 において ももちろん認識 されてい ない。 すなわち,評 価益は 「実現主義」 に よ
る認識 ではな く,「未実現」 収益 とい うこ とになるであろ う。 半発生主 義会計 においては費用 も収
益 も同 じ方法 に よって認識 されて いた ことを考 えれば,評 価損 は評価益 が認識 されて いない半発生
主義会計 においては認識 されていなか った費用 であ り.「実現主 義」 に よ っては認識 され なか った
「未実現」 の費 用 とい うこ とに なるであろ う。 評価 損 ・評価 益がプ ラス ・マ イナ スの方 向があ るに
せ よ同 じ認識方法 に基 づ くものであ って みれば,現 行 会計 において 認識 されていな い評価益 が 「未
実現」 である ことか ら見 て,評 価損 は 「未実現」 であ る と言 えるで あろ う。
次 に,た とえば,家 を貸 して,現 金 あるいは債権 の確 定 に よって受取家賃 を認識 した としよう。
この収益 は半発生主義会計 において も認識 され,ま た,現 行 の会計 において も認識 されてい る とこ
ろが ら見 て,「実 現主義」 に よる収益 の例 であ ろ う。 これ と反対 に,家 を借 りて,現 金あ るいは債
務の確 定 に よって支払家賃 を認 識 した としよ う。 この認識 方法は費用 も収益 も同 じ方法 に よ って認
識す る半発生主義会計 の時代 に,す で に見 られた ものであ り,受 取家賃が 「実現 主義」 の例 であ る
と同様 に,「実現 主義」 に よる費用 の例 であ る と言 えるであろ う。 もちろん,受 取家賃 と支払 家賃
とは プラス ・マ イナスの方 向にある もの であ って,一 方 が 「実現 」 した もの であれば,他 方 も 「実
現」 した もの となるのは当然 の ことであ ろ う。では,こ れ らの家 賃について,見 越 や繰延 が見 られ
るばあい,そ れは 「実現」・「未実現」 の いずれになるであ ろ うか。 これ らも,ま た,半 発 生主義会
計において もす でに認識 されている ことか ら見で,「実 現」 した もの と言 え るであ ろ う。 認識 され
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る収益 がr実 現」 した もの であれば,こ れ と同 じ方法 に よって認識 され る費用が 「実現」 した もの
であ るのは当然 の こ とであ ろ う。
以 上,見 た ように,半 発生 主義会計 の時代 か ら行 なわれて きた費用 ・収益 の認識方法は 「発生主
義」 ではな く,「実現 主義」で ある,と 言 えるであ ろ う。 また,収 益 について 「実 現」 した ものが
存 す る と同様 に,費 用 について も,発 生主 義会計以 前か らの認識に よる ものは,「発生」 した 《,の
なのではな く,「実現」 した もの と言 えるであ ろ う。
Ivr発 生」 概 念
皿:節においては,「実現 」概念 を明確 に しない まま 「実現主義」 に よる認識 として,①'現金受 入,
②'債 権 の確定,.③'繰延,④'見 越 に よる収益 の認識 をあげた。'したが って,こ れ ら ①'配 ④'の
認識方 法 が 「実現主義」・であ る とすれば,こ れ らと同 じ ① 現金支 出,② 債務 の確定,③ 繰延,
④ 見 越 に よる費用 の認識 もまた 「実現 主義」 である,と のべ た。
現 行 の会 計は発 生主義会計 であ り,費 用は ① ～ ④ に よって認 識 されて いるほかに,⑤ 引当金
を設定 する ことに よって も認識 されてい る。 このばあ い,① ～ ④ は半発生主義会計の時代 におい
て も採用 されて いた認識方法 であ り,「実現ギ義」 に よる ものであ ってみ れば,発 生主義会計 の特
徴 的な点 といえば ⑤ 引 当金の設定 に よる費用 の認識 とい うことにな るであ ろ う。 そ して,こ の特
徴 のゆえに現行 の会 計 を 「発生主義 会計」 と呼ぶの だ とした ら,この 費 用の認識方法 こそが 「発生
主義」 であ ろ う,と い うことについて も先 にのべ た。 では,「発生 主義」 とは いか なる認識方法 で
あ ろ うか。 また,「発生」 とはいかな る概念 であろ うか,以 下,こ の点 を明 らかに しよう。
損 益計算書原則IAの 但書 に 「未 実現収 益は,原 則 として,当 期の損益 計算に計 上 してはな らな
い。」 と規定 されてい る。 この点 について,し ば しば,収 益は 「発生」 しただけで計上 しては な ら
ず,「実現」 を まって計上す る,と 言いなお されて いる。「発生」収益 は 「実現」 を まって計上す る,
とい うことは・ 「発生」収益 とは 「実現」 す る以前 の収益 であ るとい うこ.とになるであろ う。 また,
計 上 してはな らない 「未 実現」 収益 はその字の示す とお り,「実現」 す る以前の収益 である とい う
ことにな るであ ろ う。 こ う考 え るな らば,「発生」収 益は 「未実現」 収益 とイコー ル とい うこ とに
なるであ ろ う。 すなわ ち,収 益 についてみ ると,「発生」 とは 「未実現」 を意味す ることにな るは
ず である。 したが って,費 用 について も 「実 現」 とい う観念 が存す る ことが承認 され るな らば,費
用 についての 「発生」 は 「未実現 」 を意味 し,「発生主義」 に よろて認識す る とい うことは 「未実
現」 の もの を認識 する とい うことを意味す るはずであ る。 すなわち,費 用 を 「発生主義」層に よって
認識 す る とい うこ とは 「未実現 」の費用 を認識 す るとい うことである。 しか し,こ うのべたか らと
い って,「発生 主義 」が どの ような認識方法 で あるかが明 らかにな るわけではない。 まだ 「発生」
一一 発 生 主 義 会 計 一77
とイコールであ る 「未実現」 の概念 が明 らかに されていないか らである。
「実現」 とい う語の英 米語rea藍izationには,売 却 とか換金 とい った意味が あ り,そ のために,
「実現 」 とい う語 を収益 について だけ使用 し,「実 現主義」即 「販売 基準」 と見 る者 は多い。 しか し,
先に見 た よ うに,「実現」 とい う語,お よび,「実現 主義」 に よる認 識は,収 益 の みな らず,費 用 に
ついて も存在 し うるの であ り,「実現」 を売却 とか換 金,「実現主義 」 を 「販売基準」 と理解 す る こ
とは 「実現 」概 念 をあ まりに も限定 しす ぎた見方 であ る。 た とえば,計 画が 「実現」 す る とい う言
い方 が され る ことがあ るが,こ こにい う 「実現」 に売却 や換金 とい った限定的 な意味 は ない し,も
ちろん,収 益 に限 定 される もので もない。
先 に見 た よ うに,会 計上,「実現」 とい う語 は収 益 について だけの用語 と見 るべ ぎではない。 「実
現」 とい う語 を会計上,収 益 について だけでな く,費 用について も使用 しうる とす る考 え方 は,決
して奇異 ではな く,1957年のAAAの 会計 原則に も見 られ る し,そ れ以前 には,木 村 童義 先生 も
くゆ
その用語 法 を採用 されて いる。
19S7年のAAAの 会 計原則は 「実現」概念 を次 の よ うに規定 して いる。「実 現の本質lil勺な意味 は,
資産 または負債 における増減 が会 計記録上 での認識計上 を正 当化す るに足 るだけの確実性 と客観性
とを備 えるに至 った ことをい うの であ る。」 す なわ ち,「実現」 とは,会 計事実,す な わ ら資産 の増
減あ るいは負債の増減 が現実 一 実 現 とい う語 をち ょうど逆 に書 いた語一一 の もの とな り,ひ との
　
感覚に よって充分 に認識 で きる状 態 をい う,と 規定 され よう。 どころで,AAA原 則は 「実現」 と
い う語 を資産 ・負債 について使 用 してい るが,「実現」 とい うことが収 益につ いてばか りで な く,
費用につ いて も言 い うる とすれば,収 益 は資産の増加 ・負債 の減少 であ り,費 用 は らようどその反
対にな るの で,こ の用語法は適 当な ものであろ う。
現行 の会計においては,収 益は 「実現」 した ものが,す なわ ら,「実現 主義」 に よって認識 され
てい る。 収益は分 配 され る もの であ ってみれば,収 益 は現 実化 していなければな らず,確 定 した も
のでなければ ならない であ ろ う。 したが って,収 益が 「実現」 する,と い うことは収益が確定 して
い る状態 をい うこ とにな るであろ う。 すなわち,「実現 」 とは確実性 を もち,確 定 している状態 を
い うことに:なるで あろ う。
ここで,「実現」 とは確実 で確定 した状態 であ る,と い うことが承 認 され るとす れば,「発生」 と
は 「未実現」 を意味 す る ことか ら見 て,「発生」 とは 「実現」 する以 前の状態,言 いか えれば,不
確実 ・未確定 を意味 す る もの と考 え られ よう。 ただ,期 間損益計 算の ためには,不 確実 ・未確定 の
もの をすべて とりあげ るわ けには ゆかない。 当期 の経 営活動あるいは経営の状態 に関係 してい ての
不確実 ・末確定 の ものが と りあげ られる ことにな る。 そ こで,「発生」概 念 を規定 すれば,「将 来,実
現 する ことが予測 され,そ の実現 する ことの原 因 または原因の一部が 当期 の経 営活 動お よび経営 の
くユの
状況 に存 す る ば あ い,そ れ を当 期 の 損 益 計 算 に と りあ げ る こ と」 す な わ ち,「 予 見 」(anticipation)
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と規定 され るであ ろ う。 この ように,「実現」 とは確定,「発生」 とは未確 定 とか予見 と見 る ことは
通説 を唱え る人 々に よって も承認 されるはずであ る。 すなわ ち,通 説 が,収 益 は 「発生 主義」では
な しに 「実現 主義」 に よって認識 され,費 用 は 「発生 主義」 に よって認識 され る理 由 として,収 益
は不確実 ではな らず,確 定 した もの を認識 し,費 用 は未確 定 であ って も予測 に よって認識 す ると説
明 して いる ことか らすれば,通 説 も,「実現」 イコール確 定,「発生 」 イコー ル予見 と見 る ことを承
認 しているはずであ る。
「実現主義」 とは確定 した会計事実 を認識 する方法 であ り,「発生 主義」 とは予見 に よって会計事
実 を認識 す る方法 であ る,と したこ とが承 認 された もの と しよ う。 ここで,再 度,費 用は すべて
「発生主義」 に よって認識 されてい る,と す る通説 を検討 して み よう。 仮に,費 用はすべ て 「発生
主義」 に よって認識 されてい るとす れば,現 行会計 において認識 され て い る ① ～ ④ お よび ⑤
の費用はすべ て孝確定 で予見 に基づ くもの とい うことにな るの であろ うか。 しか し,現 行会 計にお
い て認識 されてい る ① ～ ④ の費用 は α ～ ④'の 収 益の認識方法 と同 じ方法 に よる もの で あ る
こ とか ら見 て,未 確定 の ものである とは言 えないはず であ る。 仮 に,こ の ① ～ ④ の費用が未確
定 の もの であ る とす るな らば,①'～ ④'の 収益 も未確定 で予見 に基づ くことにな り,「発生主義」
に よる認識 とい うことにな って し まうであ ろ う。 この ことは,収 益 は 「実現主義」に よ って認識 さ
れてい る,と した出発点 と矛盾 する ことにな って し まうであろ う。現 行の会計 においては,収 益は
「実現 主義」 に よ って認識 されてい る とい うことを出発点 にす るな らば,現 行会計に おいて認識 さ
れている ①'～ ④'の 収益 は 「実現主義」 に よって認識 された もの であ り,確 定 した収益 であ ると
見 られるはずであ る。 そ して,①'～ ④'の 収蚕が確定 した収益 である とすれば,① ～ ④ の費用
は ①'一 ④'の 収 益 と同 じ方法 に よる認識 である こ とか ら考 え て,当 期 に使 用量 が確定 している
「実現」 費用 と言 えるは ずである。 それで もなお,こ れ らの認 識方 法が 「発生主義」 である と主張
す るな らば,「発生」 とは未確定 とか予見 とい った ことを意味 す る とした考 え方 と矛盾 す る こ とに
な るのだろ う。「発生」 とは未確定 とか予見 とい った こ とを意味 す る,ど した ことを出発点 とした
のであれば,費 用であ って も,収 益 であ って も,「発生主義」 に よ って認識す る とい うこ とは,そ
れ を未確定 の段階 で認識 す る とい うことであ る。 現 行の会 計においては,費 用は ① ～ ④ の よう
に当期 の使 用量 が確 定 した費用 も認識 されてい るの であ って,す べての費用が 「発生主義」 に よっ
てだ け認識 されて い るわけではない。 あ る一部の費用 だけガミ「発生 主義」 に よって認識 されてい る
だけ である。
現 行の会計 においては,費 用 お よび収益 は,現 金の収 支,債 権r債 務 の確実,見 越,繰 延に よっ
て認識 されてい るほか に,引 当金の設定 に よって も認識 されてい る。前者 は,す でに見 た よ うに,
「実現 主義」 に よる ものであ って みれば,現 行会計 においては,費 用は 「発生主義」 に よってのみ
認識 されるのではな く,半 発生主 義会計時代 と同 じよ うに 「実現 主義」 に よ って認識 した うえで,
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の 　
「発生主義」 に よって も追加 的に認識 されてい るの である。
では,な ぜ,現 行 の会計 においては,会 計 事実 を 「実現主義」 に よって認識 す るほかに,あ る種
の会計事実につ いては 「発生主義」 に よって も追加 的 に認識 す るの であ ろ うか。 これは,こ の よ う
な認識の仕 方が良 いか悪 いか,と い う問題 ではない。現行 の制度 として行 なわれている会 計におい
ては会計の事実 が現 に その ように認識 されて いる,の であ って,そ の よ うに行 なわ れて い るのは何
の ためであ るのかが問題 なのであ る。 このばあい,結 論か ら先 に言 えば,そ れは現行会 計の 目的が
分配可能利益の算定 で あ るか らであ る,と 説 明 され よう。仮 に,会 計事実 が実現 主義 だけの使用 に
よって認識 されるな らば,た とえば,貸 倒の見積 りが:期間損益計算 に と りあげ られない まま利益が
算定 され る ことにな る。 しか も,利 益 は分配 され る ものであ り,そ れが 分配 される ときには,通 常,
現金 に よって経 営外へ支払 われる も・のであ ってみ れば,貸 倒が現実 の もの とな った ときに大 きな不
都合 を もた らす ことにな るであろ う。 それゆ えに,会 計事実 については実現 した ものばか りでな く,
予見 される ものを発 生主義 に よ?て も認識 す るこ とが必要 とな ってい るあで あろ う。すなわ ち,会
計事実が発生主 義 に よって も認識 され るのは,現 行 の会計 の主 目的μ分配可能利益の算定 にあ るか
らであ り,ま た,現 行 の会計 の主 目的が分配 可能利益 の算定 だか らこそ,現 行会計において は,費
用 は発生主義 に よ って も追加 的に認識 されているのであ る。
V・ 費 用 の 認 識
先 に,発 生 主義会計は分配可能 利益 を算定 す るために,半 発生 主義会 計に発生主義に よる費用の
認識 を追加 した会 計であ る,と のべ た。 すなわ ち,発 生主義会計 とい うのは,費 用 ・収 益 を実現 主
義 に よって認識 して いた半 発生 主義会計 に追加 して,費 用 については発生 主義 に よって も認識す る
会計 なのであ る。 したが って,現 行 の発生 主義会計 においては,実 現主義 に よって認識 され る費用
と発生主義 に よ って認識 され る費用 と,二 つの ものが存す る と考 え られ よ う。
1実 現主義 に よる費 用の認 識
く期中の費用認 識〉
期 中に,現 金 支 出に基づ いて費用 を認識 した としよう。 このばあい,費 用は現 金支 出が存 す るが
ゆ えに認識 され るの であろ うか。仮 に,そ うだ とす るな らば,現 金 にて固定 資産 を購入 したばあい
に費 用 として認識 される ことにな るであ ろ うか。 この支出は,現 行の会計 において は費 用 として認
識 されないのに対 して,現 金 主義会 計の時代 であ れば,費 用 として認識 されたであろ う。現金 主義
会計の時代 には,企 業は有期的 で,ひ とつの冒険取 引が一会計期間 とな って お り,そ れ ゆえに,現
金支 出を行 な った ものは すべ て企業 の終了時 までに消費 して し まうか,残 りがあれば処分 して収益
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として認識 した であろ うか ら,.現金支出分は すべ て費 用 として認識す る ことが適切 な会 計処理 であ
　
つた と言 えるで あろ う。 すなわ ち,現 金主義会計 は,現 金支 出 した もの はすべ て消費ない しは処分
して し まうことを前提 としてい るゆ えに,現 今支 出 をすべ て費用 として認識 していた と考 え られ る
であ ろ う。現 行 の会計 において も,あ る支 出が行 なわれ,そ れが その期の 費用 として認 識 されるの
は,そ の現金支 出に よ り取得 した ものが その期 に消費 されて し まうばあい であ る。現行 の会計 にお
いて も,た とえば,家 賃 を月初 に現 金 にて支払 ったばあい,現 金支 出時に費用 として認識 されてい
るが・ それは役務が 当期 中に消費 され る こと.を前提 と'してい るか らであ る。 また,・旅 費や交通費に
つい・てみて も,そ のための支 出が 当期の費用 として認識 され るのは その役務 が当期中に消費 されて
し まうこ とを前 提 としているか らであ る。 これ に対 して,固 定資産へ の支 出が 当期 の費用 と して認
識 されないのは,そ れが当期中 に消 費 されて し まわないか らであ ろ う。'す7.Sわち,・期 中に現 金支 出
があ って,そ れが 当期 の費用 として認識 さ'れるのは,現 金 支出があ ったた め七はな く,そ れが 当期
中に消費 されて し まうか らであ ろ う。 この ことは,家 賃 や旅費 ・交通 費が その代金が未 払であ って
も,役 務 を消 費 した期 の費用 として認識 されてい ることか らも充分 に理解 され うるであ ろ う。 また,
この ことは,家 賃 に前払 分があ った り,旅 費や交通費が,た とえば,新 幹線 の回数券 の よ うな もの
であ って,期 末 に未使用残 があ るばあいに,そ の現金支 出額 すべ て をその期の費用 とす るのではな
く,消 費 した分 だけを当期 の費用 として認識 し,未 消費残 が繰 延べ られ うる ことか らも理解 で きる
であろ う。 いずれの時代 の会計 であ れ'、現 金の支出 その ものが費用 として認識 されるわ けではない。
その支 出が費 用 として認識 され るのは,そ の支 出分が その期 の内に消費 されて しまうことを前提 と
してい るか らであ る。 この ように,会 計にお いては,現 金支 出が存在 す るか否かではな く,.たとえ
代金 が未払 であ って も,消 費 された分だけが 当期の費用 となるのであ る。 消費 された ものは数量 を
数 えてみれば容易 に算定 し うる もの で あ り,こ のばあいの費用 は確定 した ものであ って,「発生主
義」 に よる認識 ではな く,「実現主 義」 に よる費用 の認識 の例 と言え るであ ろ う。
〈商品の棚 卸 と費 用の見 越 ・繰延〉
商品の期末棚卸 は,決 算取 引 としては最 も古 くか らの展 開であ ろ う。商品 の期末棚卸 が行なわれ
る ようにな ったのは,1で 見 た よ うに,会 計 が期間 を区切 って行 なわ れる よ う'にな った とき・か らで
あ ろ う。 すなわ ち,商 品 の棚卸 はオ ブ リゲー シ ョン ・システムが採用 された発生主義会計以 前の会
計において見 られた ものであ る。 それゆ え,商 品の棚卸 に よ?て 売上 原価 を認識 する方法 は発生主
義 に よるものではなし}と考 え られ よ う。 仮 に,こ の方法が発生主義 であ る とすれば,発 生主 義会計
以前 の会計 におい て発生 主義が用い られ た とい う矛盾 を見 る ことにな って しまうであ ろ う。 商品の
棚卸 に関 する処理 は消費 した商 品量 を確 定す る ものであ って みれば,未 確定 の費用 を認識 す る発生
議 の例 ではな く,実 現議 に よ・る認識 の例であ 靴 言 え よ.う。
前払費用 に よる費用 の繰延に,商 品 の期末棚卸 と同 じよ うに,費 用勘定 で処理 した もの について,
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その消費残 を資産勘定へ繰延べ るものであ る。 この処 理は現実 に消 費 した分 だけ を当期の費用 とし
て認識 する ものであ り,商 品の棚卸 と同様 に,実 現主義 に よる会計処理 の例 と見ら れるであろ う。
未払費用 に よる費用の見越 は発生 主義の拾 頭 を招 来 した ものであ ると言われてい る。発生 と訳 す
accrualとい う語 は,も と もと時 の経 過に よって利子 が徐 々に増加 してゆ くこ とを意味 す る語で あ
っ悪 と言 われている。 したが って,利 息の徐 々の増加 を認識 する未払利息 は発生主義的では あ る。
しか し,こ れは前払費用 がそ うであ るよ うに,当 期に消費 した量 を確定 計算 す るものであ り,実 現
　
主義の例 と見 られ よう。
2発 生主義 に よる費 用の認識
く引当金 に よる費用の認識〉
現 行の制度会計 においては,① 現金支 出,② 債 務の確定,③ 繰延,④ 見越,⑤ 引 当金の設
定 に よって費 用が認識 されてい る。 これ らの うち,① ～ ④ は消 費の確定 した費用の認識 であ るの
に対 して,⑤ は予見に暴つ く未確定費用の認識 であ ってみれば,① ～ ⑤ すべてが同 じ認識方法
に よる ものであ るとは言 えないであ ろ う。 ① は現金主義会 計の時 代か ら行 なわれて きた認識 方法
であろ うしゴ② ～ ④ は半発生 主義会計の時代 にな ってか ら行 なわれ るよ うにな った認識方法 であ
ろう。'そして,① ～ ⑤ の うちでは,⑤ だけが発生主義会 計の時代 にな ってか ら見 られ る ように
なった認識方法である ことか ら見 れば,未 確定 の費用 の認識 であ る ⑤ こそ発生 主義に よる認識 で
あ ると言 え るであ ろう。
ところで,引 当金 とは どの よ うな概念 の もの であろ うか。 企業 会計原則注解注18は 「将 来 の特
定の費 用又は損失 であ って,そ の発生 が 当期以前の事象 に起 因 し,発 生 の可能 性が高 く,か つ,そ
の金額 を合理 的に見 積 ることがで きる……」 と規定 してい る。 しか し,こ こに 「発生の可能 性が高
く……」 とあ るが,発 生 の可能性 があ る,と い うこと発生 した こととは異 な るはずであ る。 「社長
にな る可能 性が高 くとも」,そ れは 「社長 にな った」 とい うこ ととは異 なるはずであ る。 現行 の会
計は発生 主義会計 である,と い うとぎ,通 説は しば しば,費 用は発生主義に よって認識 す る と主張
してい るが,発 生 の可能 性 のあ る もの まで,取 り上 げ るとな る と,そ れは何主義な のであろ うか。
これ も発生 主義 であ る と主張 す るとす れば,発 生主 義 とは どの ような認識 方法 をい うのかわか らな
くな って し まうであ ろ う。 引当金が発 生 の可能性 のあ る未発生 の費用の認識 であ る,と す る説明 は
① ～ ④ の費用 と ⑤ 一の引 当金に よる費用 との 認識方法 が異 な るこ とを意識 しては いなが ら,① ～
④ の費用 を発 生主義 に よった認識 であ る とした ため に,⑤ を末発生であ る と解 さなけ ればな らな
いはめに陥 い って し まったのであ ろう。現 行の会 計 をその特徴 ゆえに発生 主義会 計 と よぶのは,未
発生の費用 を認識 す るか らではな く,発 生 した費用 を認識 す るか らであ る。① 削 ④ と ⑤ とは明
らかに異な る認識方法 に よる ものであ って,⑤ グ発生費 用であ るの に対 して,① ～ ④ は以前の
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会計 か ら存在 した認識方法 に よる ものな ので ある。
引 当金は発生 主義会計 の産物 であ って見 れば,引 当金 に よる費用は まさに発 生主義 に よる もの と
言 えるであろ うも したが って,引 当金の概 念は 「未発生」 とい う語 と同一概念 ではな く,「発生」
とい う語 と同一概 念でなければな らな いはずであ る。 すなわ ち,引 当金は先 に 「将 来,実 現 す る こ
とが予 測 されゴ'その実現 す る ことの原 因あ るいは原因のげ部が,当 期の経 営活動 あるいは経 営 の状
ゆ
況 にあるばあい,・それを当期の損益計算 に とりあ げる こと」 と,規 定 した発生概念 に 「に よって生
じた貸方項 目」 とい う文言 を付 け加 える ことに よって規定 され るであ ろ う。
当期 の経 営活 動に よって取 得 した債権 につい て,期 末 までに回収不能 で あ ることが判明 す るば あ
いがあ る。 そのば あい,こ の貸倒 について は貸倒 引当金 を設定 す る.ことな く,債 権 の総 額か ら減 じ
られ るこ とにな る。 そ して,こ の貸倒額 は貸 倒損 失 として 当期の損益計算 に と りあげ られる こ'とに
な る。 この貸倒損失 はすでに確 定 している費用であ って,実 現 した貸倒損失 であ る。 しか し,、この
よ うな ばあいはむ しろ稀 であ って,,多くのばあい,債 権 は期末 においては回収 可能 か ど うか不 明 で,
仮 に,回 収不能 にな る部分があ る として も,そ れが現実 すな わち実現 す るのは次期以 降の将 来 であ
るのが普通であ る。 この将 来,貸 倒が実現 す ることの原 因は その債権 を取得 した ときの経営活 動に
あ るので,将 来,実 現 す る回収 不能 見込額 を過 去の経験 率 また貸倒率 を基準 として予測 し,当 期 の
経 営活 動 に原因す る貸倒損失 を計 上す るこ とになる。 この ように,貸 倒損 失には=二通 りあ るが,前
者 が確定 した貸倒損失 であ り,実 現 した貸 倒損失 であ るのに対 して,後 者 の貸倒 損失は まさに 「予
見」 に よる ものであ り,引 当金が設定 され る発生 した貸倒損失 とい うこ とにな るであ ろ う。.
3そ の他の決算修正取 引
設備 資産の減価 につい て,設 備 資産 の除却時 または廃棄時 まで,そ れ を損益計算 に と りあげ ない
とす るな らば,'期間損益計 算 に減価償却費 が と りあげ られない まま利益 が算定 され るこ とにな る。
利益は分配 され る ものであ って みれば,減 価 償却費 を期間損益計算に とりあげない ことは大 きな不
都合 を引 ぎお こす ことにな るだ ろ う。 そ こで,何 らかの方法 に おいて,期 間 ご との減価償却費 を と
りあげ る ことが必要 と考 え られ る ようにな って くる。
設備 資産 は一定期間,使 用 されたの ち,い っかは,廃 棄又 は除却 され る。 設備資産 は使 用に耐 え
㈱
えない と判断 され て廃 棄又は除却 された ときに,'その 「減価 」が確定 すなわ ち,実 現 す るの である。
しか し,設 備資産は 「減価」 の実現 す る まで の何年 間か にわ た って使 用 されて きた ものであ り,そ
の 「減価 」の原因が過去何年間 の使 用期 間 に存す るのであ るか ら,.減価償却 費 をその実現 の ときだ
けに と りあげ るのは期間損 益計算上適 当で はない。 そ こで,将 来,実 現 す る 「減価 」 に備 えて,そ
の 「減価 」の原 因が存す る使用期間 に減価 償却 費 を予 見とい うこ とにおいて と りあげ るこ とにな る。
すなわち,減 価償 却は まさに発生 主義 に よる典型的な会計処理の例 と言 え るであ ろう。減価償却 費
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の計上 に当 っ・ては,減 価償 却引 当金一 減価償却 累計額 と呼ぶ者 もい るが その性 質は引当金 その も
の である こと は こ れ が 「予 見」 に よって設 定 され る ことか ら見て明 らか であ る一 が 設け られる。
減価償却 費は予見 した費 用(発 生 費用)で あ り,予 見 した費 用に照応 して 「引当金」 が設 け られ る
発生主義 に よる費 用の認識 の例 であ る と言 え るであろ う。
商品 につ いて低価 主義 に よ り評価 損 を計 上す るばあ いが あ る。商 品についての収益 は販売時 にお
い て実現 す るのであ り,評 価損 の大 き さは販売 してみなけ れば;す なわち,実 現時 でな ければわか
らな い。 すなわ ち,評 価 損 麻そρ原因が商 品の仕 入政策 あ るいは手持政策 の失敗 とい った販売 以前
の経営活 動に存 す ると考 え られ,実 現 す る以 前 にその原因 の存 する期 の損益計 算に とりあげ られ る
の であ る。低価 主義 に よる評価損 は将 来,実 現 す るこ とが予測 され,そ の将来,実 現す るこ との原
因が当期 の経営活動 に存 す る部 分 を当期 の損益計算:に予見計上 す る ものであ るところが ら,引 当金,
た とえば,「棚卸 資産低価 主義適用 に よる引 当金」 を設 ける こともで きる発 生 した費用であ る。 こ
の評価損 は現行会計 に とりあげ られてい ない評価益が末実現 の ものである ことか ら考 えてみて も,
未実現 すなわ ち発生 した費 用であ る ことは明 らか であ ろ う。
W収 益 の 認 識
企業 会計原則 に もあ る ように,現 行 の会 計に おいては 「未実現収益 は,原 則 として計上 してはな
らない」 の であ って,収 益 は実 現主義 に よって認識 されて い る。
現 行の会計 の生 口的 は分 配可能利益 の算 定 であ り,算 定 された利益 は,原 則 として現金等に よ り
… 経営 外へ流 出 して しまうの で,利 益の処分性 とい うことを考 えて,収 益 については確実かつ客観性
を有す る ことが要 求 され,実 現 主義が採用 されてい るの であ る。 すなわ ち,収 益 が実現主義 に よっ
て認識 される とい うことは,そ れが分配 し うるほ どに確実 かつ客観性 を有す る ようにな つ・た ことを
意味 す るの であ る。
〈商 品 販 売 〉
商品 を販売 して,仮 に代 金 を1年 以上(た とえば,10年後受取)の 長 期手形 で受 け取 ったばあい,
その商 品販売 につい ての収 益は実現収益 であ ろ うか未実現収益 であろ うか。収益は それが期間損益
計算に とりあげ られたばあい,結 果 として算定 した利益 は分配可能な利益 であ る。 しか し,長 期 手
形で代金 を受 け とった として も,そ れは分配可能 な利益 とはな らない。 つ まり,長 期手形 での回収
に よる収 益 は分 配不能 であ るゆ えに,未 実現 収益 であ る。 この ことは割賦販売のば あいに よ く適合
す る。
割賦 販売 において,1年 以上 の長期 にわ た る売掛金に よる売上収益は分配不能 な収益である。 そ
して,こ の長期 の売掛金が短期 の資産 に よって回収 された ときに,あ るいは回収期限が到来 した と
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きに,割 賦販売 に よる収益 は分配可能 にな つだ収益 として取 り上げ られるのである。 したが って,
割賦 販売 において,代 金 の回収期限 の到来,あ るいは,代 金の回収 に よって収益 を認識 す るのは,
まさに,実 現主義 に よる収益 の認識 とい うべ きであ ろ う。
企業会 計原則注解 ・注6は 「割 賦販売 につ いては,商 品等 を引 き渡 した ロを もって売上収 益の実
現 の 日とす る。」 とす る一方,「割賦売掛金 の回収 期限 の到 来の 日又 は入金 の 口を もって売 上収益実
現の 日とす る。」 ことも認め てい る。 しか し,修 正前の企業会 計原則 は後者 の方法 だけ を規定 して
いた。 このば あい,企 業会計原則 の解説者達 は,修 正前は後者 の方法 が採 用 されていたのに対 して,
今回の修正 においては,前 者 が原則的に取 り扱わ れ,後 者が例外 的に取 り扱 われる よ うにな'つたの
だ と説 明 してい る。 しか し,企 業会計原則の解説者達 は,修 正前には,割 賦商品の引渡時 に売上 を
計上 したばあいには,未 実現利益 を控除す る と説明 していた こ とを考 えれば,商 品 の引渡 に よる売
上収益の認識 すなわ ち'前者 の方法 は未実現収益 の認識 であ る と説明 し,後 者の方法 こそ実現主義 に
よる もの である と説 明 していた ことにな るはずであ る。 とす れば,今 図 の修正 では,前 者 が原則的
に取 り扱わ れる ようにな った,と 解説 され る とす る と,実 現主義 に よらない方法が原則的 に取 り扱
われ るこ とにな って しまうことにな るのであ ろ うか。 このばあい,彼 らは今回の修 正では前者 の よ
うに取 り扱わ れるこ とにな った,と 解説 するけれ ど も,こ の方法が実現主義 である とい うのであれ
ば,実 現主義 とは何 かが企業会計原 則の修正 ご とに変 わ るこ とにな って しまうであ ろ う。
割 賦販売 を主 た る営業 とす る企業 においては,修 正前 か ら前者の方法が 採用 されていたはずであ
る。「企業 会計原 則は,企 業会計 の実 務の中に慣 習 と し て発達 した もののなかか ら一般に公 正妥 当
と認 め られた ところを要約 した ものであ って,… …」 みれば,こ の前者の方法 を追認 する意味 で,
修 正原 則は これ を取 り上げたので あろ う。実務 に おいて,割 賦販売 を主 た る営業 とす る企業 におい
て取 り扱 う商品 はデパー トに匹敵 す るほ どであ ろ うし,そ の商 品ひ とつひ とつについての顧 客は相
当数に もな るか もしれない。 そのひ とつひ とつの商品 につ いて,顧 客 ひ と りひ と りに後者 の方法 を
適用す る こ どは労 よりもその効果 の少 ない ことにな るであろ う。 したが って,実 務は未実現 利益の
控除 お よび戻 し入 を毎期繰 り返す と同 じ効果 をもた らす前者 の方法 を採用す るのであろ う。 すなわ
ち,前 者 は後者 の便宜法 として実務 におい て行 なわれている方法 なのであ って,、この方 法が実現 主
義であ る とは言えな いであ ろ う。
〈長期請 負工事収.益〉
企業会 計原則注解 ・注7に は 「長期 の請負工事 に関 する収益 の計上については,工 事進行基準又
は工事完 成基準のいずれか を・選択適用す る ことがで ぎる。」 と規定 されている。 そ して,工 事進行
基準 に よる収益の認識 については,し ば しば,発 生主義 に よる もの であ り,実 現主義 に よる収 益認
識の例外的存在であ る,と して次 の ように説 明 されてい る。 「収益 が もしその発生ll寺におい て,金
額的 に確実 に測定 で きるな らば,こ れ を発生主義の基準 に よって計上 す る方 が,正 確 な期間損益の
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計算 がで きる ことにな る。 その最 も適切な例は,長 期請負 工事 の場合 であ る。長期請負 工事…… の
場合 には,ま ず注 文の 引き うけに よ って,そ の建造工事等の 引渡価額が決定 す るこ とになる。 しか
も,そ の建造工事 等 の引渡 しに よる販売 の実現 までには,相 当の長年 月 を要 する。 この ような場合
に,収 益 の計.ヒに実現 主義 を とる ときは,工 事 期間中の営 業活動 お よび工事実施活動 が順調 に進ん
でい るに もかかわ らず,そ の工事期間 中は この業績 を反映 す る利益 を計上 しない ことにな る。 しか
も,建 造工事等の給付 の引渡 しの年度 において,一 時 に多額 の利益 を計上 す る ことにな るであ ろ う。
この ような会計処理 は,収 益 と費 用 とを期間的 に正確 に計上 しない結果 にな る。 …… この場合,発
生主義 によ って工事 の進行 に伴 い収益 を計上 し,か つ発生 主義に よって費用 を計上 する ときは,こ
の ような業種 は期間 的に正確 に計 上 される ことになるのであ る。 ……この場合,工 事塞成 まで に要
す 鳥総費用 の見遷額 がある程度確実 に予定 され,か つ当期実 際所要 用額 が確 定す る ことが,こ の基
準の適用 のための条件 とな ることは・ もちろんである。 そ して この場 合・ 当期費用確定額 を基 準 と
　
してレ これに対応す る収益が,費 用収益対応 の原則 に よって計上 され るこ とに なる。」 これに対 し
て,長 期請負工事 について認め られている もうひ ζつの基 準す なわ ち工事完成基 準は工事の完成 を
.もって収益 を認識す る ものであ るか ら,こ の方法 こそ実現主 義であ る と説 明 されてい る。 しか し,
工事進行基準 と工事完 成基準 とを比較 してみる と,前 者 の方 が合 理的であ るこ とはだれの 目か ら も
明 らか であ るに もかかわ らず,前 者 の方が,収 益 は実現 主義 に よって認識 される,と する原則の例
外 であ り,不 合理 な後者 の方法 が原則 にそ うもので・ある,と す るのは矛盾 した見方 であ ろ う。
現 行会 計において算定 された利益 とい うものは,分 配 され る ものであ って みれば,収 益 は未 実現
収益で あ ってはな らず,実 現収益 でなければな らない,と 説 明 されてい るは ずであ る。 したが って,
.理論の統一性 を重 んず るな らば,現 行 の会計 において合理的 であ ると見 られ る方法 こそが実現 主義
に よる収益 の認識 であ る とする理論構成 にな らなければな らない であ ろ う。
工事進行基準 に よる費用 ・収益の認識 について,費 用収 益対応 の原則か らその収益 が発生 主義 に
よ.るものであ る,と 説 明 されている。 しか し,工 事進行基準 に よって認識 された売上原価 に対応 す
る売上 はなぜ発生 費用なのであろ うか。工:事進行基準 に よれば,先 に売 上原価 を計算 し,そ れに売
上 を対応 させる手続 にな っている。 そ して,売 上原価 と言えば,一 般 に,発 生費 用である との 思い
こみがあ って,そ の発生費用 に対応す るゆ えに,こ の売上が発生収益 である,と い うこ とにな るの
であろ うか。 だが,仮 に,発 生費用 に対 応す るゆ えに,工 事進行基準 に よって認識 される売上が発
生収 益 であ る とするな らば,売 上が先 に決定 され,そ れに対応 して売上原価 が決定 され る一般の商
品 につい て,実 現 した売上 に対応す る売上原価 は実現主義 である と説明 されなければな らないはず
である。 しか し,こ の時 には,こ の原則の支持 者達 は この原則に一 言 も庵 れない。仮 に,費 用収益
対応 の原則 を持 ち出 すな らば,売 上原価 は,す でに見 た よ うに,実 現 した費用 であるの で,こ れに
対応 す る長 期工事の売上は実現 した収益 となるはずであ る。
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しか し,こ こで,費 用収益対応 の原 則 を持 ち出 して,実 現 した売上原価 に対応す る売上が実現 し
た収益 である,と 説 明す るつも りはない。長 期工事請負工 事につい て,仮 に,工 事 が全部完成 しな
け れば,代 金 の決済 が行 なわ れないのだ とすれば,そ の進行 度合 に応 じて収益 を認識 するわけには
ゆか ない。収益 は分配 される ときに資金の流 出を伴 な うものであ るゆえに実現 主義に よって認識 さ
れる ことにな ってい るのであ って見れば,』流動資産 の流入のない収益は,確 定 した収益 とは言 えず,
未実現 の収益 とい うことにな るであろ う6こ れは割賦販売の例 と同 じはずであ る。長期 工事 の請負
に当 っては,当 然 に契約が と りかわ され,第 何期工事終了時点 でい くら,弟 御 期工事終 了時点 で い
くら,と い うよう1こ,工事 の進行 度合 に慮 じて代金 の決済 が行 なわれ るこ とにな ってい るはず であ
る。 これは,割 賦代金の決済 のばあい とよ く適合す るはずであるゐ 長期請負工 事 に当っては,進 行
度合 に応 じて代金の決済 の行 なわれてお り,収 益が分配可能 とな るこ とに おいて,そ の収益 は確定
した収益 であ り～ 実現 主義 に よる収益 であ ると言 え よう。
工事完成基準 について,工 事の完 成 をも電って収益 を認識 す る ものであ るか ら,こ れ こそ実現 主義
であ'る,とす る見方があ るが,・この見方 は皮相的 であ る。工事完成基準 は工事進行基準'とくらべて
合理性 とい う点で見 お とりす る方法であ る と見 られてい るに もかかわ らず,こ の方法が実現 主義 の
原則 にそ うもので,合 理的 な方法 の方か例外 であるはずはないであろ う。長期 工事 を主 た る営業 と
してい る建設業は,ひ とつ の工事 だけを施行 してい るわけではないで あろう。 多数の工事 を多年 に
わた って施 行 しているはず であ って,工 事の間接 費な どを厳密 に計算 して,特 定の工事 に配布 し,
これ に関す る売上 を決定 した として も,そ の労 のわ'りに実効 を期待 しえないであ ろ う。すな わち,
工事完成基準 が採 用 されてい るのは,そ れが実現主義に よる認識方法 であるか らではな く,工 事 進
行 基準 を毎期 くりかえ して行 な う繁雑 さを解 決す るための実務上の便宜の ためであろ う。 た とえば,
減価償却 を行 な うに当 って取替法が その代用 として採用 されてい るの も同様 の趣 旨に よるもので
あ ろ う。鉄道 の レール一本,一 本 につ いて減価 償却 を実行 できな い ことはな いであ ろうけれ ども,
その労に比較 して実効が期待 されないゆえに,毎 期,一 本 つつの レー ルの減価償 却 を行 な う繁雑 さ
を解 決す るため の取 替法が実務 上の便宜法 として採 用 されてい るのであ ろ う'。実 務上,便 宜 として
行 なわ れている ものが原 則に そ うもので,本 来 の方法 が例外 であ る とす るのは皮相的な物 の見方 と
言わな ければ な らないであ ろ う。
〈生 産 基 準〉
農産物 や鉱産物 に ついては生産基準に よって収益 を認識 する ことが承認 されて い る。 この生産 基
準 について,一 般 に,収 益 を生産 の段階で認識す る もので,例 外的 な収益認識 基準 であ る として,
しば しば次 の よ うに言わ れて い る。「農産物 や鉱 産物 の ような原始産業 の生産物が,一 般に広汎 な
そ して買入 の準備 の ととの った市場 を有 し,い つで も容 易に安定 した市場価格 で販売 し うる状態 に
あ る場合 は,生 産過程 が収益計 上の基礎 とな る。 これ らの場合 には,販 売実現 を またず して,生 産
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の進行 をもって収益計上 を行 な うのであ る。 ……以上 の ように,期 間損益計算 において,期 間収 益
が販売実現に先立・て生産の進行をもって測定されるの1よ,明励 に実現搬 の例外ともみられる
㈱
であ ろ う。」
しか し,収 益の実現 とは,そ の収益 が確実 な もの とな り,分 配可能 な状態 にな ってい る とい うこ:
とであ る。金 ・銀や米は生産完 了時に政 府 の買入価格が決 まってい た り,い つで も換金 で き'るもの
であ り,そ の と りあげ られる収 益は確 実な ものであ ってみれば,こ の収益 の認識方 法は,実 現主義
である と見 られるは ずである。.すなわ ち,生 産基準 とい う呼称 か らただちに発生 主義 を連想す る と
すれば,そ の理解 は不充分 な ものであ る。一般 の製品 は生産完 了時 に確実 な収益 とはな りえないの
で,そ れは発生 した収益 である と考 え られるであ ろ う。収益 の実現 とはそれが確実 な もの とな って
分配可能 な状 態 にな った ことをい うの であ ってみれば,金 ・銀 や米についての生産 基準は実現主義
に よる ものであ る と言 えるであ ろ う。
注(1)黒 沢 清 「近代 会計学」1980年pp.67rlO2参照。
(2)同 上、PP.71-72参照。
③ 同 上,P.30参照。
(4)同 上,P.35参照。
(5)同 上,P.30参照。
(6)同 上,P.72参照。
(7>同 上,P.73参照。
(8)同 上,p.72参照。
(9)木村重義先生は,次 の ようにのべ られて い る。 「現代会計に常識 的に行なわれてい る方法か ら発生基礎
の使用 を排除す るな ら,発 生主義会計は その特徴 を うしな って実現主義会 計 とな り,実 現主義会計か ら実
現基礎 の使用 を排 除するな らば,そ れは現金主義会計 となる。」'(「要説財務諸表論」 昭和42年PP・138-
139)
(IO)木村重義 「要説財務 諸表論」pp.138-139参照。
ω 木村重義 「会計における予見 について」会計61第3巻 号参照。
(1の木村重義 前掲 書p.138参照。
⑬ 木村 重義 「会計 における予見 について」参照。
aの 木村 重義先生は 「実現」概念 を次 のよ うに規定 されている。「収益 と費用 と,そ して経営成果全体がr実
現』す るとは,そ れが会計上議 診 られてい るところの一定の 『徴表』を もって発 生することをい うと規定
され る。」(「会計 におけ る予見 につい て」)
⑮ 木村 重義 「引当金についての基本的考察」企業会計第16巻3号 。
⑯ 木村重義 前掲書pp.138-139参照。
㈲ 黒沢 清 前掲書P.72参 照。
as)太田哲三 「r実現 主義 』について」企業会計第 ユ8巻4号 参照。
⑲ 木村重義 「損益計算の展開」企業会 計第15巻5号 参照。
⑳ 発生主義に よる会計処理の典型的な例であ る引当金について木 村重 義先生は次 の ように規定 されてい る。
「ある費用又 は損失が将来,実 現す る ことの原因あるいは原因の一部 が,当 期の経営活動 あるいは経営の
状況に存 するばあい,そ れを当期の損益計算に取 りあげ るとい うよ うに して生 じた損益計算書借方記入に
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.照応す る項 目である。」(「引当金についての基本的考察」)
eD木 村重i義 前掲書p.220参 照。
⑳ 稲垣冨士男 「損益計算書」昭和52年p.185.
⑳ 高松和男 「財務諸表論」昭和46年p.103.
